
【一般会計】 （単位：千円）

款
項

目
民生費＋衛生費 29,281,198 30,044,236 763,038 2.6%
民生費 28,039,397 28,603,914 564,517 2.0%

社会福祉費 10,269,543 10,777,895 508,352 5.0%
社会福祉総務費 183,704 193,063 9,359 5.1%
障害者福祉費 6,762,107 7,223,790 461,683 6.8%
老人福祉費 757,383 745,707 △ 11,676 △ 1.5%
介護保険会計繰出金 2,566,349 2,615,335 48,986 1.9%

児童福祉費 8,938,981 9,070,778 131,797 1.5%
児童福祉総務費 144,223 131,817 △ 12,406 △ 8.6%
児童措置費 7,097,795 7,377,344 279,549 3.9%
母子等福祉費 992,700 919,592 △ 73,108 △ 7.4%
児童福祉施設費 704,263 642,025 △ 62,238 △ 8.8%

医療給付費 748,012 725,885 △ 22,127 △ 3.0%
乳幼児等医療給付費 315,852 295,950 △ 19,902 △ 6.3%
未熟児養育医療給付費 17,405 12,655 △ 4,750 △ 27.3%
ひとり親家庭等医療給付費 135,517 136,795 1,278 0.9%
重度心身障害者医療給付費 279,238 280,485 1,247 0.4%

生活保護費 8,082,861 8,029,356 △ 53,505 △ 0.7%
生活保護総務費 50,071 49,320 △ 751 △ 1.5%
扶助費 8,032,790 7,980,036 △ 52,754 △ 0.7%

衛生費 1,241,801 1,440,322 198,521 16.0%
保健衛生費 1,241,801 1,440,322 198,521 16.0%

保健衛生総務費 467,916 605,579 137,663 29.4%
夜間急病診療費 158,011 161,282 3,271 2.1%
予防費 592,022 649,203 57,181 9.7%
保健福祉センター費 23,852 24,258 406 1.7%

一般会計予算案総額 85,344,000 84,207,000 △ 1,137,000 △ 1.3%
　　　内　民生費・衛生費の割合 34.3% 35.7% － －

【特別会計】 （単位：千円）

令和３年度
当初予算額

令和４年度
当初予算（案）額

増△減 増△減率

15,934,829 16,153,791 218,962 1.4%
　※令和４年度介護保険会計当初予算（案）額総額は１６，１６１，９８９千円。
　※令和３年度からの介護保険料収納業務の移管に伴い、他部において８，１９８千円を計上。
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介護保険会計

令和４年度　予算案総括表　（市民福祉部　関係部分抜粋）

令和３年度
当初予算額

令和４年度
当初予算（案）額

増△減 増△減率
ba

資料４

b-a



主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

保育士等処遇改善事業（拡充） 153,606 129,754 23,852 国の経済対策に基づき、保育士・幼稚園教諭等の処遇を改善す 令和4年2月から実施
国庫負担金 るため、収入の引き上げ措置を実施 令和3年度分は3月補正予算で

28,991 　・改善内容 収入の3％（月額9千円）程度の引き上げ 計上
国庫補助金 　・対象施設 私立保育所、公立保育所、地域型保育施設、 一部職員費にて計上

80,255 認定こども園、施設型給付幼稚園、
道負担金 児童保育センター

15,767
道補助金

4,741

公立保育所民間移管事業（新規） 23,854 23,854 令和5年4月に民間移管する日赤東保育所の円滑な移管に向け
た準備経費
　・派遣保育士の人件費に対する支援　5人分
　・施設整備　駐車場舗装　等

重度心身障害者医療給付事業（拡充） 3,254 1,627 1,627 令和4年10月より後期高齢者医療制度に創設される窓口負担が 事業費総額　273,502千円
道補助金 2割となる所得階層のうち、重度心身障害者の自己負担が1割と

1,627 なるよう医療費を助成
　・対象者 224人

備　　　　　　　考

民 生 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

医師会看護専門学校整備補助事業（新規） 161,914 145,700 16,214
市債

145,700 　・実施主体 帯広市医師会
　・補助対象 施設整備、設備整備
　・補助率 1/2（施設整備）

1/2以内（設備整備）
　・開校 令和5年4月予定

BCG予防接種事業（見直し） 10,376 10,376

　・対象者 0歳児（標準的な接種期間：生後5～8ヵ月）　
　・接種回数 1回
　・実施機関 保健福祉センター　⇒　市内医療機関

HPV予防接種キャッチアップ接種事業（拡充） 19,603 19,603

　・対象者 平成9年度～平成17年度生まれの女子
　・接種回数 3回
　・実施期間 令和4年4月～令和7年3月

積極的勧奨の差控えにより接種機会を逃した方に対し、公平な
接種機会を確保するため、HPVの予防接種を時限的に実施

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

衛 生 費

地域の看護師不足の解消を図るため、医師会看護専門学校の
整備費を支援

感染症予防・拡大防止のため、BCGの予防接種を臨時的に集
団から個別接種に移行
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

保育士等処遇改善事業（拡充） 153,606 129,754 23,852 国の経済対策に基づき、保育士・幼稚園教諭等の処遇を改善す 令和4年2月から実施
国庫負担金 るため、収入の引き上げ措置を実施 令和3年度分は3月補正予算で

28,991 　・改善内容 収入の3％（月額9千円）程度の引き上げ 計上
国庫補助金 　・対象施設 私立保育所、公立保育所、地域型保育施設、 一部職員費にて計上

80,255 認定こども園、施設型給付幼稚園、
道負担金 児童保育センター

15,767
道補助金

4,741

BCG予防接種事業（見直し） 10,376 10,376

　・対象者 0歳児（標準的な接種期間：生後5～8ヵ月）　
　・接種回数 1回
　・実施機関 保健福祉センター　⇒　市内医療機関

備　　　　　　　考

感染症予防・拡大防止のため、BCGの予防接種を臨時的に集
団から個別接種に移行

新型コロナウイルス感染症対策
関連予算（再掲）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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